
中山間地域等直接支払制度の取組事例

２ 機械・農作業の共同化を目標としている事例
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

機械・農作業の共同化と都市住民等との交流

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道上 川 郡 和 寒 町・わっさむ
かみかわぐんわっさむちょう

協 定 面 積 田（87.6％） 畑（12.4％） 草地 採草放牧地
1,352ha 水稲・麦・大豆・ 麦・大豆・南瓜

南瓜・そば・ｷｬﾍﾞﾂ
交 付 金 額 個人配分 48％
11,960万円 共同取組活動 農業生産活動等 3％

（52％） 多面的機能増進活動 7％
農業生産活動等の体制整備 39％
報酬・事務委託料等 3％

協定参加者 農業者353人、5組合（構成員23人）

２．集落マスタープランの概要

農業の持つ安定的な食料を供給する役割を基本として、魅力ある農業を確立しつつ、

５年後も経営の安定的かつ持続的発展を図り、ゆとりある農業経営と夢と活力のある農

村を構築することを目的とし、農業体験等の活動支援、営農コストの低減を図るための

施策を実施していく。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 機械・農作業の共同化 地場産農産物の加工・販売
田 1,185ha、畑 167ha 中山間機械運営事業の新 町営施設を利用して生産してい

規立ち上げ及び広域ｺﾝﾄﾗｸ る加工ﾄﾏﾄｼﾞｭｰｽの販売拡大
個別対応 ﾀｰの育成支援 （現状 生産量 50,000本）

（目標面積 230ha） （目標 生産量 60,000本）

水路・作業道の管理 共同取組活動 共同取組活動
・水路、農道の草刈り、清掃
（年2回実施）

都市住民等との交流 良質米生産への取組
共同取組活動 越冬ｷｬﾍﾞﾂPR活動として収 和寒町稲作振興協議会が実施す

穫体験の開催支援を実施 る水稲振興策としての共同防除
（目標 年1回開催） への支援

農地法面の定期的な点検 （目標 1,193ha）
（定期及び降雨後）

共同取組活動 共同取組活動
共同取組活動

農用地等保全体制整備
多面的機能増進活動 農作業効率向上のため、農道へ

の砂利敷き、急傾斜地の一部に
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ回収等啓蒙活動 堆肥の施肥､緑肥作物導入 簡易舗装の施工
・和寒町廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ適正処理 ・和寒町土づくり推進協 （目標 23,000m施工）
協議会への助成 議会への助成

（目標 60t 年2回回収） （目標 100ha作付） 共同取組活動

共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本町では、平成１２年度より急傾斜地及び急傾斜に連単する緩傾斜地を対象に７集落

で集落協定を締結し、取組を進めてきた。取組を進める中で協定参加者の中からそれぞ

れの集落単位では実施できない全町的な取組が必要になってきたこと、農業者の高齢化

が進む中で、耕作放棄地の発生が懸念される状況への対策が必要であるとの声が高まっ

てきたことから、既存７集落の同意を得て全町的な取組を実施するため、緩傾斜地を含

めた広域での協定を締結することとなった。

現在、簡易基盤整備、本町農産物のＰＲ活動、農業機械の共同化を中心に取組を進め

ているが、今後、耕作放棄地の発生防止、農地の流動化を推進するため、農地に石が多

い山間地の畑において、状態の悪い農地に優先順位を付けた上で今年度導入した特殊な

農業機械を使用して、除礫を実施していく取組も検討されている。

○農用地等保全マップ

・通常の補修（砂利敷き）等で対応

できない傾斜地等について調査を

行い、簡易舗装を施工

達成目標 補修総延長 23,000m

（施行箇所を番号で明示）

（ ）共同利用機械の導入(ｽﾄｰﾝｸﾗｯｼｬｰ) 都市住民等との交流 ｷｬﾍﾞﾂ掘り体験

［平成21年度までの取組目標］

○ 中山間機械運営事業を新規に立ち上げ、広域コントラクターの育成支援 （目標面積 230ha）

（ ）○ 新規就農者の確保 農業体験希望者の受け入れ等を積極的に実施 目標：新規就農者の確保2名
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○コントラクター組織運営による農作業の効率化

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道中 川 郡 幕 別 町 忠 類
なかがわぐんまくべつちょう ちゅうるい

協 定 面 積 田 畑 草地（100％） 採草放牧地

3,063ha 牧 草

交 付 金 額 個人配分 20％

4,346万円 共同取組活動 農業生産活動等 10％

（80％） 多面的機能の増進 10％

農業生産活動の体制整備 10％

協定参加者 農業者 108人

２．集落マスタープランの概要

前期対策において設立されたコントラクター事業を拡大し、一層の個々の機械経費、

、 、労働時間の軽減を図り 家畜管理部門に徹しながら適期収穫による良質粗飼料を確保し

生乳の生産量を高め、豊かで安定した農家経営の実現を目指す。

［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能の増進 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 農業用廃棄物の処理 機械農作業の共同化

（コントラクター事業の推進 ）（草地 3,063ha） （95ｔ） 700ha

個別対応 共同取組活動 共同取組活動

水路・農道等の管理 景観作物の栽培 担い手の育成

（1,000m） （3,107ｍ） （新規就農者の確保 1戸）

（認定農業者の育成 50戸）

共同取組活動 共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

・担い手の減少、経営の大規模化が進む中で、農業従事者の高齢化による家族経営の

労働力不足及び個々の機械経費の軽減を図り、良質粗飼料確保による収益の向上のた

め、コントラクター事業を推進し安定した農家経営の推進を図る。

・美しい農村環境づくりのため、国道沿に景観作物を植栽、農業用廃プラスチックの

適正処理の推進、並びに衛生予防対策として農場内での防疫体制を構築し、農村環境

の美化・整備の推進を図る。

・土壌酸度を矯正し、堆肥等の有効活用による土づくり対策・地力増進及び草地更新

を推進し土づくり対策の推進・地力の増進を図る。

・農業従事者の減少と高齢化が進み、農業の中核的な担い手となる認定農業者や農業

生産法人の育成、新規就農者の確保を図る。

○農用地等保全マップ

・コントラクターによる生産性、収益向上活

動の外、集落においての課題にあった取組

活動内容を記載

・コントラクター牧草収穫（目標 700ha）

・農業用廃棄物等の適正処理による環境意識

の向上（目標 95ｔ）

・景観作物の植栽（目標 3,107ｍ）

・全村一体となった集落意識を持ち活動を実

施する範囲を定めた。

コントラクター事業による牧草収穫作業

［平成21年度までの取組目標］

○ コントラクター事業の実施による営農の効率化・低コスト化（700ｈａ）

○ 集落での農業用廃棄物等の適正処理による環境意識の向上（処分量95ｔ）

○ 集落での衛生予防対策として、防疫業務の充実、推進を図る（71戸）

○ 集落での担い手確保対策として、新規就農者を確保（1戸）

○ 集落の農用地の管理について計画的に土壌改良剤を投入(15％)、草地更新(160ha) を行い、協定

地の土壌健全化を図る
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○哺育センターの設立・運営

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道中 川 郡 豊 頃 町 湧 洞・長 節・旅 来
なかがわぐんとよころちょう ゆうどう ちょうぶし たびこらい

協 定 面 積 田 畑 草地（100％） 採草放牧地
751.2ha 牧草

交 付 金 額 個人配分 30 ％
881.6万円 共同取組活動 集落の管理体制に係る報酬 6 ％

70％ 農業生産活動等 55 ％（ ）
多面的機能の増進活動 3 ％
農業生産活動の体制整備 36 ％

協定参加者 農業者 23人、法人 1組織

２．集落マスタープランの概要

近年は本集落においても農業経営の規模拡大が進む一方で、後継者不足による農業経

営者の高齢化の問題等、集落では人口の減少が急激に進んでいる。

このため、交付金を最大限に利用した取り組みを実施するために、集落内での話し合

いを強化し、地域の担い手農家４戸により設立された農事組合法人「Ｊリード」及び町

から認定を受けた認定農業者等を集落の担い手と位置づけし、これら担い手農家への農

地の利用集積を図り、耕作放棄地の発生を未然に防止する。また、酪農ヘルパー制度の

利用促進及び農業研修生の受入などを効果的に利用していく。

今後は、交付金により農業生産活動及び環境保全活動等を集落全体で取り組み、集落

の基盤を築き上げ、人口が減少した後においても本集落が魅力ある集落となり新規参入

農業者又は農業研修生が定着するよう、活気のある集落を目指す。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整

農地の耕作・保全管理(751ha) 花壇整備作業 5月 哺育センターの設立、運営
農作業の委託 5月 ・哺育センター組織の設立集落内幹線道路の清掃

周辺林道の草刈 8月 ・共同利用施設の整備
個別対応 ・哺育センターの運営

共同取組活動 共同取組活動
草地更新 年16ha～26ha
エゾシカの駆除 年約11頭

共同取組活動 〔集落外との連携〕

水路・農道等の管理 ○耕作放棄されそうな農用地については、集落内外の担い手農
。･水路の床さらい 4月、8月 家や第3セクター等による賃借権設定や農作業の委託を行う

･水路･農道の補修等整備 随時 （農地保有合理化事業等を活用し、農業委員会を通して集落
。）･農道の砂利敷 適期 内外の担い手農家等と連携して耕作放棄地の発生を防ぐ

･農道の草刈 6月、8月

共同取組活動
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３．取組経緯及び内容

本制度に取り組むにあたり、集落内の急激な高齢化により、集落内の農業者にとって

積極的な計画の作成推進といった話し合いとはならなかったため、集落内の問題点を洗

い出した。そこで、共同取組活動を行うことにより集落の現状維持を図ることを最優先

とし、今後の取り組みにつなげる活動として、乳牛の哺育作業の共同化に取り組むこと

とした。

酪農経営の規模拡大により、出生後間もない仔牛の哺育作業については手間がかかり

効率が悪く農作業の負担となっているため、乳牛の哺育作業を酪農経営から分離し、そ

の作業を委託するため、集落内において『湧洞・長節・旅来集落哺育センター』を設立

し、共同利用施設の整備・運営を行なっている。現在の受託哺育頭数は約60頭、当該施

設は80頭受託可能なため、今後受託頭数を増加していく。

○哺育センター（哺育施設）位置図

【設置位置】

住所：北海道中川郡豊頃町長節444-1

位置：豊頃町茂岩市街より南19㎞に位置し国

道336号線から北西に0.2kmの距離にある。

【施設概要】

構造：鉄筋コンクリート平屋造

（4スパン、哺育ロボット2機）

面積：243.00㎡

哺育施設外観 哺育施設内 ① 哺育施設内 ②

・平成１７年１１月設置、同月受入れを開始。

［平成21年度までの取組目標］

○ 耕作放棄地の防止

・担い手への農地利用集積 当初：881ha⇒目標：981ha（100ha増）

○ 農地の地力維持増進

・定期的な草地更新 当初：不定期的な更新⇒目標：定期的な更新（90ha）

・堆肥の散布 当初：496ha⇒目標：600ha（104ha増）

○ 労働力不足解消

・哺育センターの設立・運営 当初：未整備⇒目標：1棟（新設）

○ 生活環境の整備

・花壇整備 当初：年1箇所⇒目標：年1箇所（継続）

・公道の空き缶拾い 当初：年1回⇒目標年１回（継続）
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○収穫機械と作業の共同化

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岩手県紫波郡紫波町 山屋山口
しわぐんしわちょう やまややまぐち

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

4.3ha 水稲、野菜、飼料 － － －

作物、その他

交 付 金 額 個人配分 47.6 ％

91万円 共同取組活動 担当者活動経費（研修会、会議、会計事務費） 3.3 ％

（52.4％） 体制整備に要する経費（打合せ経費） 4.4 ％

共同取り組み活動（水路道路補修経費） 14.4 ％

農用地の維持・管理経費 11.0 ％

交付金の積立・繰越（収穫機械の購入） 19.3 ％

協定参加者 農業者 7 人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落は農家の高齢化が進み、後継者の確保も難しい状況である。この締結を結ぶにあ

たり、旧制度で個別協定を結んでいたものも加え、人と協定面積を増やし集落活動の広が

りを図り、集落内の特性を生かした農業を展開し、地域の農業の活性化を図るため取り組

むものである。

農用地保全マップは、水路・農道の整備状況が悪く、既に補修が必要な箇所や今後も補

修を必要とする可能性が高いところがあることや共同作業による効率化を図る箇所を明確

化した。補修箇所については、水路90ｍを浚渫及び法面整形、農道50ｍ砕石敷設を実施す

ることとし、農作業の共同化については、農用地の所在を明確化し、効率的に実施するこ

ととしている。

〈農用地保全マップ〉
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［活 動 内 容］

集落外との連携

山屋地区内の蟹沢集落と連携し、地域内の水路と道路を管理する。

３．取り組むべき事項の活動内容

生産性・収益向上の取り組みとして、機械

の共同化をより促進し、前対策で共同購入し

た中古コンバインを活用し、協定集落の担い

手が協定農用地以外の周辺水田も含め、現在

１．５ｈａの収穫作業を２．７ｈａに増加す

ることとしている。

担い手の育成として、全て兼業農家である

協定参加者のうち４名が専業農家となり、オ

ペレーターの育成をする。 〈共同購入した中古コンバイン〉

また、多面的機能の発揮の取り組みでは、他集落（蟹沢集落）と連携して、地域内の水

路や農道の管理を行う。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 機械及び農作業の共同化 収穫作業：Ｈ17（1.5ｈａ）→Ｈ21（2.7ｈａ）

○ 担い手(後継者)の育成 協定参加者７名（兼業農家）のうち４名を専業農家

○ 多面的機能の発揮に向けた他集落との連携

隣接する蟹沢集落と連携して、水路や農道の管理を行う。

農業生産活動等

（ ）農地の耕作･管理 田4.3ha

個別対応
共同作業

多面的機能増進活動

周辺林地の下草刈り
（年１回）

共同取組活動

体制整備に向けた取組

機械・農作業の共同化
収穫作業 1.5ha→2.7ha
(共同化の増加率27.9％）

共同取組活動

生産性・収益向上

水路・作業道の管理
・水路

草刈り 年2回
補 修 90ｍ

・道路
草刈り 年2回
補 修 50ｍ

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（随時）

共同取組活動

冬期の湛水化による鳥類の
餌場確保
（減農薬等による小動物
の生息や鯉の放流等）

共同取組活動

他集落等との連携
（蟹沢集落と連携し、水路
・農道を管理）

共同取組活動

多面的機能の発揮
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○集落ぐるみで効率的な農業経営を

１．集落協定の概要

市町村･協定名 宮城県本吉郡本吉町 狼の倉
もとよしぐんもとよしちょう おいのくら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

3.3ha 水稲、野菜 － － －

交 付 金 額 個人配分 50％

71万円 共同取組活動 担当者活動経費 10％

（50％） 水路・農道等の維持管理費 7％

多面的機能増進活動費 5％

体制整備に要する経費 28％

協定参加者 農業者 5人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

狼の倉集落の農地は勾配が急で基盤整備が進まず農作業の効率化が図られないため、

将来の農地の荒廃が懸念されている。

集落協定参加者が話し合いを重ねた結果、集落内での農業用機械の共同所有・共同利

用を進め、農業経営の効率化を図るとともに新規作物を導入し、より収益性の高い農業

への取組みを推進することとした。

農用地保全マップは、破損している取水口等を表記し、改修することとしている。

〈協定対象農用地〉 〈共同作業による草刈り〉

３．取り組むべき事項の活動内容

農業用機械の共同利用としては集落内の農家が所有する田植機と乾燥機を協定農用

地内の水田で共同利用を推進し 田植機は３ha(現状：実績なし) 乾燥機は２.５ha 現、 、 （

状：０.５ha）を目標に取り組む。

新規作物では、平成17年度より、自然薯の試験栽培を開始しており、今後作付面積

２０ａを目標に計画的に増加させ所得の向上につなげるとともに自然薯を活用して他地

域の住民との交流の場として体験農園を行う。また、この地方の土壌に適した高付加価

値型作物について研究し栽培に取り組む。
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

生産性・収益の向上

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り （機械・農作業の共同化）

（田3.3ha） （約0.1ha、年1回） 田植機と乾燥機を共同利用す

る。

個別管理 共同取組活動 （高付加価値型農業の実践）

新規作物（自然薯）の作付け

直売所での販売

水路・作業道の管理 その他の取組

・水路0.5km、年2回 共同取組活動

清掃（4月 、草刈り ・低農薬米栽培の研究）

・道路0.6km、年2回 地区土壌に適した特産物 多面的機能の発揮

草刈り 道路補修 3月 の研究 （都市住民との交流）、 （ ）

担い手育成向けた話し 新規作物（自然薯）を活用し・
共同取組活動 合いの実施 た体験農園を実施

共同取組活動

農地法面の定期的な点検 共同取組活動

（随時）

共同取組活動

集落外との連携

○新規作物（自然薯）の作付けに取り組み、町内の直売所で販売。

協定農地で収穫した米と組み合わせて消費者交流

○自然薯と水稲を活用し、他地区の住民を招いた農業体験や交流会を実施

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 機械・農作業の共同化

田植機の共同利用（目標：0→300ａ）

乾燥機の共同利用（目標：50→250ａ）

○ 高付加価値型農業の実践

新規作物（自然薯）の導入（目標：0→20ａ）栽培の研修試験の取組

山間地特有の特産物の栽培研究に取組消費者との交流につなげてゆく

低農薬栽培米や地区の土壌に適した特産物について研究する。

集落で栽培された米との組み合わせによる消費者との交流、直売所での販売

○ 担い手の育成

自己完結型農業からの脱却について話し合い。

共同利用する農業機械の利用時期の分散化

○ 保健休養機能を生かした都市住民との交流

自然薯栽培する農用地（20ａ）を体験農園として活用
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○山間狭隘で急傾斜、少人数の不利を共同の力で克服

１．集落協定の概要

市町村・協定名 宮城県気仙沼市 下前木１
け せ ん ぬ ま し しもまえぎ

協 定 面 積 田(100％） 畑 草地 採草放牧地

1.5ha 水稲等 － － －

交 付 金 額 個人配分 50％

24.5万円 共同取組活動 農道・水路の維持管理費 5％
（ ％）50

共同取組活動経費 33％

担当者活動経費 12％

協 定 参 加 者 農業者 4人 水利組合１組織

２．集落マスタープランの概要

、気仙沼市は宮城県の北東端に位置し

気仙沼湾を懐に緑豊かな大地と雄大な

太平洋を望む自然環境を有し、市内全

面積の71.9％が山林を占める中山間地

域である。耕地は山間狭隘な傾斜地が

多く、一戸当たりの経営耕地面積も少

ない。

当集落は、市内集落協定の中で最も

傾斜が急で、協定農地に至るまでの作

業道が非常に狭いことから作業効率が

悪く、遊休化が心配されている。そこで、 〈山間狭隘な協定農用地〉

農地の遊休化に歯止めをかけ、農地の適正管理を維持できるよう、平成13年度よ

り集落協定を締結し、協定活動に取り組んでおり、導入した防除機による水稲病

害虫共同防除などにより労働負担の軽減を図る等共同活動に対する意識が深まっ

た。

新対策では、将来の労働力不足に対応するため、作業や機械の共同化を進め、

労働時間と投資の５０％程度の軽減を目指すこととした。
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 生産性･労働負担軽

農地の耕作・管理 田1.5ha 周辺林地の下草刈り 水稲病害虫の共同防除（ ）
(年２回） （田1.5ha 年２回）

個別対応
共同取組活動 共同取組活動

水路・農道の管理
・水路 600ｍ、年２回 生産性・収益向上 担い手の定着等

清掃（４月）
草刈り（６月、８月） 共同導入した農業機械 農業後継者の農業従事

・作業道370ｍ、年２回 の共同利用 日数60日以上を目標に
草刈り（６月、８月） 動力噴霧器（車載） 各戸で話し合い

・農道の簡易補修 毎年３月

共同取組活動 共同取組活動 個別対応

農地法面の定期的な点検 防除作業の共同化

（随時） （1.5ha)

共同取組活動 共同取組活動

３．取り組むべき事項の活動内容

当集落は、傾斜１８％ 参加者４名と

大変不利な条件にあるため、前対策で重

要性を認識した共同取組活動に重点を置

いた活動を行う。

共同取組活動としては、作業道・用水

路の維持管理、周辺林地の下刈りを励行

するとともに、前対策で生産性と労働負

担軽減の一環として導入した防除機を活

用し、協定地内の水稲病害虫共同防除を

実施していく。 〈協定参加者による作業道の補修〉

[平成21年度まで取り組む目標]

○ 農業生産活動・多面的機能増進活動の励行

18％という急傾斜農地をしっかり守り、徹底した周辺林地の下刈りによる景観の維持

○ 生産性向上・労働負担軽減

前対策で共同購入した防除機により水稲病害虫の共同防除（1.5ha）

○ 協定参加者どうしの綿密な連携ときめ細やかな管理の継続
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○大型機械の共同購入によりコスト削減目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 秋田県北秋田市 阿仁幸屋
きたあき た し あ に こ う や

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

4ha 水稲、転作作物 － － －

交 付 金 額 個人配分 50％

85万円 共同取組活動 担当者活動経費 8％

（50)％ 体制整備に向けた活動経費 4％

水路・農道等の維持管理費及び共同防除 32％

農用地の維持・管理活動費 6％

協定参加者 農業者4人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

幸屋集落は農家の高齢化が進み農業の維持が困難になりつつある。水稲の作付けが

主ですが、農地の地力も低下してきている。こうした中、大豆等の集団転作や、水稲

と転作作物との輪作、堆肥や土壌改良材を使っての地力向上を進める等の取り組みを

展開するとともに、高額の農機具を個人で導入するのは困難であることから、大型機

械を共同購入することによって生産コストを下げることを目標とした。

また、農作業の体験を知らない子供が殆どという現状を考え、子供達に農作業を通

じて、自然生態系の保全に関する認識を醸成する取組を行うこととしている。

農用地保全マップは、農業生産活動に支障がある農地法面、水路及び農道を明確化

し、 年間で水路（延長 ｍ）についてはＵ字溝及びコルゲ－トパイプの敷設を実5 800
施し、農道（延長 ｍ）については、計画的に砂利を敷くことにしている。300

＜共同防除＞ ＜水路の整備＞
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［活 動 内 容］
体制整備に向けた取組農業生産活動等 多面的機能増進活動

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 生産性・収益向上の取組
（田 ） （年 回） ・大型機械（コンバイン）4ha 2

共同購入
個別対応 共同取組活動 共同利用面積

1ha 3ha現状 →目標

水路・作業道の管理 その他の取組 共同取組活動
・水路、

清掃、 年 回 ・地域内の生産米のブラ1
草刈り 年 回 ンド化 担い手育成の取組3

・道路、 ・郷土芸能の継承 ・農作業の委託（刈取）
1 1ha 3ha簡易補修 年 回 現状 →目標

草刈り 年 回2
共同取組活動 共同取組活動

共同取組活動
多面的機能の発揮の取組
・自然生態系の保全に関す

農地法面の定期的な点検 る学校教育等との連携
（随時） （地元小学校と連携）

共同取組活動 共同取組活動

３．取り組むべき事項の活動内容

生産性・収益向上の取り組みとして、大型機械を共同購入し効率的な利用を図り、３

ｈａ（協定面積の ％）共同利用を目標に取り組む。担い手育成の取り組みでは、高75
齢化で維持管理が困難となる農用地を積極的に受委託することとしている。

多面的機能発揮の取り組みでは、地元の農家と連携し、子供たちに農作業体験を通じ

て、自然生態系の保全に関する取り組みを展開することとしている。

また、地区内の生産米をブランド化し、首都圏に販売する等により都市住民との交流

を推進するとともに、郷土芸能を子供たちに継承し、地域内の活性化を図る活動を展開

することとしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 大型機械の共同購入・共同利用（コンバイン 台）現状 ｈａ→目標 ｈａ1 1 3

○ 担い手への委託 現状 ｈａ→目標 ｈａ1 3

○ 郷土芸能（幸屋扇奴）を子供たちに継承し、地域を活性化。

○ 積極的に受委託と利用権設定農地利用集積を行い生産コストを下げる。

○ 地区内の生産米をブランド化して首都圏に販売。

○ 大豆等の集団転作をして、水稲と転作作物の輪作をする。
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＜機械・農作業の共同化を目標としている協定＞

○動力噴霧器を活用した良質米の生産と景観の向上

１．集落協定の概要

市町村･協定名 茨城県常陸太田市 下大門Ⅰ
ひたちおおたし しもおおかどいち

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
4.1h 水稲 － － －

交 付 金 額 個人配分 17％
87万円 共同取組活動 水路・農道等の維持管理 42％

（83％） 多面的機能増進活動(下草刈り、景観形成作物等） 23％
生産性向上・担い手定着 18％

協定参加者 農業者 15人

２．集落マスタープランの概要

(1）集落における将来像：定年帰農者等を活かした継続的な営農体制の整備を進め ，集、

落の自立的な農業生産活動等の充実を図る。

(2)５年間での活動目標

・共同取組活動により水路・農道管理 ，周辺地の草刈を行う。、

・現状では集落に担い手がいないため ，定年帰農者等が集落の農業を担っていくた、

めの体制整備を進め ，1名以上の定年帰農者の確保を図る。、

・集落の非農家の人たちや都市住民からなる農作業等の応援団を結成し ，持続的な農、

業生産活動体制を整える。

(3)各年度毎の活動目標

・定年就農者等の確保に向けた呼びかけを毎年実施し ，1名以上の就農を確保する。、

・動墳による共同防除を毎年実施する。

・３年～４年目に、農作業応援団等の結成に向けた各種活動を実施し ，５年目には応、

援団による活動を開始する。

［活 動 内 容］
農業生産活動 多的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田 景観作物作付け 機械農作業の共同化4.1ha）
･ソメイヨシノ、しだれ桜：50本程 （動力噴霧器購入、年2回

個別対応 ･ヤマブキ：水路脇や道路脇に植栽 水稲の共同防除実施）

共同取組活動 共同取組活動
水路・作業道の管理
水路年3回 清掃、草刈
道路年2回 清掃、草刈

共同取組活動

［集落外との連携］
水路の補修(随時) ○そば・大豆オーナー制は市からの働き賭けがあり、集落内の農家

が活性化協議会（8名）を発足し取り組んでいます。今年度はそば
共同取組活動 14aでオーナー15名、種まきとそば打ちを行う。大豆は青大豆を使

い 種まきと味噌作り 市内の業者を利用 まで行なっている 大、 （ ） 。（
豆は16aで24名参加 ，今後、集落外からも参加者の受け入れ体制）
を図り、そば・大豆オーナー制を推進する。
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３．取組の経緯及び内容

①協定締結の経緯

、 。当集落は市道のバイパス道路建設を契機に 圃場整備事業を行い平成12年に完了した

直接支払い制度は、この組織活動を引き継ぐような形で、12年度からはじめた。圃場整

備実施前は、半分の圃場が荒廃地であったが、集落にリーダーシップを発揮している代

表者も存在し、元々まとまりのある地域であったため、他の地域に比べると比較的容易

に協定締結を図れた。

②取組の内容

動力噴霧器を共同で購入し、病害虫の防除を集落全体で行って農家の労力軽減と良質

米の生産に役立てている。

その他の活動として、水路の管理、農道の補修、景観作物として、ソメイヨシノとし

だれ桜、山吹を植栽し、集落の共同活動を通じて地域の活性化を精力的に取り組んでいる。

○農用地等保全マップ

・堰補修を計画し、マップに位

、 。置付けて 到達目標としている

（ 、 、・景観形成作物 桜 しだ桜

ヤマブキ）の植栽をマップに

位置付けて、栽培管理を推進

している。

動噴を利用した水稲共同防除 共同作業による水路清掃

［平成21年度までの取組目標］
○ 動墳を利用した共同防除の実施、共同機械の利用を行う取組
○ 協定参加農家以外の農家、非農家、または当該集落以外の集落と一緒に草刈や水路の泥はらいを行う
○ 多面的機能増進活動
（共同取り組み活動により周辺地の草刈を継続する）
○ 集落主体によるソバ・大豆オーナー制度の展開
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○直接支払で共同防除復活を目指せ

１． 集落協定の概要

市町村･協定名 群馬県吾妻郡東 吾 妻 町（旧吾妻町） 貫井
あがつまぐんひがしあがつままち ぬくい

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
－ － －8ｈａ 水稲

交 付 金 額 個人配分 48％
69万円 共同取組活動 鳥獣害防止対策費 23％

（ 52％） 景観形成費 0％
水路・農道管理費 11％
その他 18％

協定参加者 農業者 30人

２．集落マスタ－プランの概要

・以前行われていた共同防除を復活させるため、平成１７年度から、農作業の機械化、

、 、 、及び共同利用化を進め 定年帰農者等の担い手へ技術を継承し 平成２１年度までに

新規就農者を確保するとともに、１ｈａ以上の協定農用地において共同化を図る。

・平成１７年度から他の集落とも連携し、鳥獣害対策を徹底、集落の周りを防護柵で囲

い、集落に優良な農用地を残していく。

［活動内容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動整備の体制整備

農地の耕作・管理（田8ha） 景観作物の作付け 電牧柵設置・管理
（ヒマワリを作付け）

基本的には個別対応 共同取組活動
一部共同取組活動

共同取組活動
機械農作業の共同化

水路・作業道の管理 年1回
共同防除（目標1ha）

共同取組活動

担い手を中心とした新規作物
農地法面の定期的な点検 導入（ 就農条件の整備）

共同取組活動 共同取組活動

集落外との連携
○電牧柵を近隣集落の柵とつなげて柵を延長（3km）し、地区全体で獣害被害から農
用地を守り、耕作放棄地の防止に取り組む。
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３ 取組の経緯及び内容

当集落では農地を山林が近接しているため特にイノシシによる被害が多かったが、農

家組合及び集落協定参加者が協力して当地域の農用地に電牧柵を設置し、維持管理を行

い、農地を獣害から守る取組を行っている。

電牧柵管理は管理が非常に重要であるため、協定参加者で行い当番制で見回り、点検

を行いさらに、電牧柵組合を設立することができた。

、 、 。以上の取り組みにより イノシシによる水稲の倒状が減り 減収を防ぐことができた

農作物の被害が減り、農家の耕作意欲と農作物の生産性の向上に繋がってきた。

また、協定を締結したことにより、集落内での会合の機会が増え地域の美しい景観を

守っていこうという意識が高まり、今後の営農等についての話し合いなどが行われるよ

うになった。

また、集落の中には一緒に暮らしているサラリーマンの跡継ぎがおり、このメンバー

は、定年になれば農作業が出来るのだから、今から農業を覚えてもらおうじゃないかと

いう話がまとまり、積極的に防除方法を教えていく後継者の育成が行われ、今後５年間

の中で、共同防除率１０％以上をめざし、取り組んでいくことになった。

［平成21年度までの取組目標］

○ 鳥獣害防止施設設置（電牧柵）によりイノシシ等による農作物被害の減少

○ 管理作業の共同化（水路・農道・電牧柵・共同防除3ha以上）

○ 景観作物の作付け（ヒマワリ 0.5a）

【農用地保全マップ】 【集落で設置した電牧柵】

【鳥獣害対策に取り組むべき場所を指定している】
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○獣害対策から農地の多面的機能を発揮する

１．集落協定の概要

市町村･協定名 東京都あきる野市戸 倉 東 平 東 平 営 農 協 議 会
あ き る の し とくらひがしだいら ひがしだいらえいのうきょうぎかい

（ ）協 定 面 積 田（0％） 畑（100％） 草地（0％） 採草放牧地 0％
2.8ha 野菜・ユズ

交 付 金 額 個人配分分 50 ％
33.1万円 共同取組活動分 鳥獣害対策及び農作業道等の維持管理活動 40 ％

50％ 農地の多面的機能を増進する活動 10 ％（ ）
協定参加者 農業者 20名

２．集落マスタープランの概要

活動計画フローチャート●

＜問題点＞ ＜目的＞

「集落営農組織の充実」を図る鳥獣害防止対策 上記対策を通じて

耕作放棄防止対策

高齢化、担い手不足対

策

＜「集落営農組織の充実」を図るための具体的な取組＞

＜最終目標＞

鳥獣害対策を通じて、集落の農 電気柵等の維持管理

業を見直し、将来に向けて持続

的な農業生産活動等を可能とす

る。 ボランティア組織 学校等の外部組織

の活用 との連携

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 その他の活動

耕作放棄地防止等の活動 農地と一体となった周辺 農業機械の共同購入･共同利用
・農地の耕作･管理 2.8ha 林地の下草刈り等 ・獣害防止柵の点検・維持等（ ）

個別対応 個別対応 共同取組活動

作業道等の管理活動 学校等との連携による課 担い手問題に向けた取組
・作業道、年2回 草刈り 外学習としての農地等の ・ボランティア等の検討
・農地法面、年2回 点検 提供

共同取組活動 共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落は、急傾斜な農地に根菜類を中心として、野菜や果樹が栽培されているが、20

年程前から野生のサルやイノシシによる農作物被害が発生し、農家の耕作意欲を減衰さ

せ、また、担い手の高齢化や不足などの問題により耕作放棄地が増加してきた。

そこで、獣害防止対策施設等の設置・維持などによる共同取組活動を通じて、農業生

産活動を維持し、集落営農組織の充実を図ることを目標にマスタープランを策定し、協

定を締結した。

今後、検討している活動として、農地の多面的機能を増進するため、地域の小学校等

と連携し、総合学習の時間等を利用した農地・地域住民とのふれあいを推進していく。

また、担い手不足を解消することを目的として、地域外の住民をボランティアとして

受け入れるための体制づくりに取り組む。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

鳥獣害防止対策の必要となる位置として電

気柵の設置場所や管理するべき農作業道をマ

ップ上に示して、参加者共同で管理する意識

と耕作意識・意欲の向上を目指す。

共同取組活動による鳥獣害防止施設の維持管理 地域外のボランティアと協働し、担い手不足の解

消に向けた取組

平成21年度までの取組目標］［

○ 集落全体で、耕作放棄を防止し、耕作が継続できる環境を維持

（新規作物や品質向上へ向けた取組、販売所の確保へ向けた取組）

○ 施設・機械等の共同利用を促進（10％以上を目標）

○ 集落での共同取組活動を通じて、集落営農組織の充実と、多面的機能を確保

（学校等との協定書の締結、地域外ボランティアの定着へ向けた取組）
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○共同茶工場を主体とした協定

１．集落協定の概要

静岡県島田市 落 合 茶 農 協市町村･協定名
しまだし おちあいちゃのうきょう

協 定 面 積 田 畑（100％） 草地 採草放牧地

12.7ha 茶

個人配分 0％

交 付 金 額 共同取組活動 役員報酬 10％

145.6万円 100％ 機械購入 52％（ ）

草刈り・茶樹管理 7％

積立（機械更新、施設補修） 30％

協定事務委託費 1％

協定参加者 農業者 35人

２．集落マスタープランの概要

・役割分担、草刈りの実施、農道及び法面の点検・見回り、営農情報交換等の集落会

議、その他継続的な農業生産活動を行うための必要な事項の推進を図る。

・共同生産施設の補修及び共同機械の補修・更新を図る。

・共同取組活動によって、私たちの集落が継続的な農業生産活動などを行えるような

体制の整備を目指す。

1年目 年間毎の共同作業の検討、地元小学校等と連携した茶工場見学会等に関する検討 等

2年目 共同茶工場の補修、地元小学校等と連携した茶工場見学会開催 等

3年目 共同茶工場の共同機械の更新、地元小学校等と連携した茶工場見学会開催 等

4年目 共同茶工場の共同機械の更新、地元小学校等と連携した茶工場見学会開催 等

5年目 共同茶工場の共同機械の更新、地元小学校等と連携した茶工場見学会開催、次年度以

降の活動の検討 等

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 茶：12 周辺林地の下草刈り 農作業（乾燥・調整）の共同化（ ）ha
（年1回） （ 実施→目標：現状以上)12ha

個別対応
共同取組活動 共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路 年１回 土壌流亡配慮営農 農業機械の共同購入
清掃、草刈り （等高線栽培） （冷却機：平成 年度予定）: 18
・農道 年１回 草刈り

個別対応 共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検、補 非農家・他集落との連携
修等（年１回及び随時） 共同茶工場との連携 （地域と連携した茶工場見学等

・協定事務の受委託 需要推進活動：参加人数 名30
共同取組活動 ・地域住民との交流活動を 予定）

企画、運営
共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当地区の農業経営はお茶を中心としたもので、摘採した生葉は、茶の生産者によって

運営されている荒茶共同加工施設（以下、茶工場）に集められ、共同作業によって荒茶

に加工されている。

しかし、高齢化やお茶価格の低迷などにより茶業経営を取り巻く環境は厳しく、茶工

場で稼動している機械の更新も思うように進まない状況だった。

そこで、本制度による協定を締結するに当たって、集落の茶業経営の核である茶工場

を主体とすることとし、協定事務を茶工場に委託して農家の負担軽減を図るとともに、

散らばっていた小区画の茶園を営農上の一体性でとりまとめ、より多くの農家・茶園に

協定参加してもらうことになった。

また、集落での話し合いの結果、交付金をすべて共同取組活動費に充てることとし、

懸案だった荒茶加工に必要な、蒸した茶を冷却する機械の更新や当面の維持管理、その

他の機械の計画的な更新に目処を立てることができた。なお、茶工場にとっては、茶工

場が有する人材を活用しながら、事務受託費の収入が見込めることとなった。

さらに、地元小学校等と連携し、茶工場見学等の活動を通じて、お茶に関心を持っても

らい、需要拡大や茶業に対する理解促進のための地道な活動を計画している。

○農用地等保全マップ
【マップの解説】

茶農協単位で広範囲の地域をまとめて、荒茶

生産の共同化を図る （写真は複数のマップの。
うちの１枚 ）。

黄色…協定農用地の範囲

茶色…舗装等農道の管理の範囲

水色…草刈り等法面の管理の範囲

取り組み内容を検討する集落会議 ２０年以上前の冷却機

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落での農作業（乾燥・調製）の共同化

（当初：12ha、目標：当初以上）

○ 小学校等と連携した茶の製造工程の見学等を通じた茶業の理解促進

（目標：30名以上参加（協定参加農家数の100％以上 ））
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○農作業の共同化から集落営農の推進

１．集落協定の概要

市町村･協定名 石川県小松市 滝ヶ原町
こまつし たきがはらまち

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
5.6ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
67万円 共同取組活動 鳥獣害防止対策 30％

50％ 農作業の共同化（機械の修繕費、燃料費等） 8％（ ）
農用地の維持管理費 4％
その他 8％

協定参加者 農業者8人、非農業者2人

２．集落協定マスタープランの概要

（１）集落における将来像

非農家と連携した集落全体での農地保全体制を整備する。また、集落を基礎とし

た営農体制を確立する。

（２）５年間での活動目標

ア 耕作放棄地の発生防止

農作業の共同化を進め、個々の農業者の負担を軽減するとともに、高齢化等により

農業継続が困難になった場合には、集落営農組織による農作業受託等を推進

イ 共同所有機械による基幹的農作業の共同化（目標：協定農用地の ％以上）10
集落営農組織による田植、稲刈等の基幹的農作業の共同化

ウ 非農家等との連携による維持・管理（目標：非農家１名以上との連携）

水路・農道等の草刈作業等を共同で実施

［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田5.6ha） 周辺林地の下草刈り 機械・農作業の共同化

（約0.5ha、年１回） ・田植、稲刈作業の共同化（目

個別対応 標0.6ha以上）

共同取組活動

共同取組活動

水路・農道の管理

・水路：４月 泥上げ清掃 土壌流亡に配慮した営

５、７月 草刈り 農の実施 非農家・他集落等との連携

・農道：５、７月 草刈り ・非農家２名と連携し、水路・

共同取組活動 農道の清掃等を共同で実施

共同取組活動

共同取組活動

（ ）農地法面の定期的な点検 随時

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当集落では、急速な高齢化の進行及びほ場条件が良くないこと等から集

落内での認定農業者の育成や他地域からの入作が期待できず、耕作放棄地

の発生が懸念されていた。

このため、集落協定の締結を契機に集落内での話し合いを進め、非農家

も含めた集落全体による水路・農道等の維持・管理や農地保全に取り組む

とともに、平成1 7年４月に設立した滝ヶ原集落営農組合を中心とした集落

営農体制の強化を図ることとしている。

具体的には、平成2 1年度までに県事業を活用して田植機、コンバイン等

を導入しつつ、協定農用地の1 0％に当たる0 . 6 h a以上において、当該組織

による基幹的農作業の共同化を図ることとしている。なお、各農家におけ

る農業生産費等の軽減など、更なる効率的な農業生産活動等の体制を確立

するため、集落内での話し合いを積極的に進め、将来的には集落営農組織

による収支の一元化、法人化を目指している。

また、集落内の非農家と連携して、まずは農業用排水路・農道等の草刈

を行うこととしている。

その他、当該地域ではイノシシによる農作物への被害が多々発生してお

り、防除対策が急務となっていることから、交付金を活用して、集落共同

で鳥獣害防止用の電気柵及びネットを整備することとしている。

○農用地等保全マップ ＜鳥獣害防止用電気柵の設置箇所＞

・農道の補修（H17年度実施）

・鳥獣害防止電気柵の設置（H17～21年度まで実施）

［平成21年度までの取組目標］

○ 機械・農作業の共同化

滝ヶ原集落営農組合による田植、稲刈作業の共同化

田植作業 現状 0ha → 目標0.6ha（協定農用地面積の10％）以上

稲刈作業 現状 0ha → 目標0.6ha（協定農用地面積の10％）以上

○ 多面的機能の持続的発揮に向けた非農家・他集落との連携

非農家２名と連携し、水路・農道の管理作業（草刈り、清掃等）を実施

○ その他

鳥獣害防止対策の実施（電気柵の設置980ｍ）
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＜機械・農作業の共同化を目標にしている事例＞

○他の集落協定と連携し、農業用機械を共同購入・利用

１．集落協定の概要

市町村･協定名 奈良県山辺郡山添村 勝 原２
やまべぐんやまぞえむら かつはら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
6.6ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 36％
112万円 共同取組活動 役員報酬 2％

（64％） 会議費 2％
道・水路管理費 10％
積立（共同機械導入に向けた基金の造成） 50％

協定参加者 農業者 21人

２．集落マスタープランの概要

(1)集落における将来像

「勝原農作業受託組合」の組織強化、認定農業者・中核農家・定年就農者への農作

業の受委託、農地の集積

(2)５年間の活動目標

農道・水路の管理、イノシシ・シカ対策の防護柵設置、機械の共同購入、管理地へ

の植樹、農地の利用集積

(3)毎年の活動計画

（１年目）管理困難地の調査 （２年目）管理地に果樹を植栽及び排水工事実施、

（３年目）農道の簡易舗装 （４年目）管理困難地の調査、

（５年目）耕作困難地の貸し借り、コンバイン購入、電気柵の設置

［活 動 内 容］
多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田6.6ha 周辺林地の下草刈り 機械の共同化（ ）
（約1.5ha、随時） （ｺﾝﾊﾞｲﾝ、ﾄﾗｸﾀｰを共同購入・

個別対応 利用）
個別対応 共同利用面積：現在約0.2ha

→目標2ha
水路・作業道の管理
・水路 年３回 清掃、草刈り 鳥獣害対策 共同取組活動
・農道 約２km 年２回 （電気柵を共同購入）
草刈り、簡易補修

共同取組活動 担い手への農地集積、農作業
共同取組活動 委託

農地集積：現在約0.5ha。
アフリカ救援米を小学校の →目標１ha

農地法面の定期的な点検 課外授業で田植え・収穫 作業委託：現在約0.2ha
（随時） 現在約10ａ→目標33ａ →目標2ha）

個別対応 共同取組活動 共同取組活動

他の集落協定と基金を共同で増設し、機械等を共同購入・利用
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３．取組の経緯及び内容

本集落は若い家督相続者が概ね全戸に存在し、小規模ながら主に兼業の休日農業を行

っており、将来の担い手として期待される認定農業者、中核農家、定年就農者も、約10

名いる。しかし、担い手が将来集落の農地を請け負うための条件整備（高額の農業用機

械の整備）のための費用負担が重荷となっていた。

そこで、農業用機械の共同購入・共同管理をすることに加え、他の集落協定と共同で

購入することで導入コストの低減と省力化を図るために、集落協定を再締結した。

現在は、他の集落協定（４協定）と共同で基金を造設しており、農業用機械や電気柵

の共同購入を予定している。また、小学校の学童農園に、ＪＡならけんと連携してアフ

リカのザンビア共和国への救援米を作付けし、そこで小学生が田植え・収穫の体験学習

等を行うという取り組みも行っている。

将来は、認定農業者・中核農家・定年就農者への農作業の受委託をすすめ、更には農

地の集積を行うことを目指している。

また、県内の酒造業者から高い評価を得ている酒米「露葉風」の作付け推進等、主食

、 。用米以外の作付けによる田の利活用を図るとともに 村のブランドづくりを勧めていく

○農用地保全マップ

都市と農村交流

学校教育実施

共同作業箇所

電気柵予定箇所

救援米の田植え 救援米の収穫

［平成21年度までの取組目標］

○ 農業用機械の共同購入

（コンバイン１台、トラクター１台）

○ 担い手への農地集積、作業委託

（農地集積：現在約0.5ha、目標１ha以上、作業委託：現在約0.2ha、目標２ha以上）
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○多面的機能増進を目指した協定

１．集落協定の概要

市町村･協定名 島根県大田市温泉津町 中正路
お お だ し ゆ の つ ち ょ う なかしょうじ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
15.8ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 46％
310万円 共同取組活動 農業生産活動等の体制整備に向けた活動費 25％

54％ ほ場内整備費 16％（ ）
生産組合共有機械整備積立金 13％

協定参加者 農業者 23人、非農業者 10人、中正路生産組合（構成員23人）

２．集落マスタープランの概要

後継者のいない高齢者が安心して農業生産活動を委託できるよう、生産組合の体制整

備を行い、作業の受委託、機械の共同利用を推進し、生産組織を強化して、法人設立を

目指す。

また、水稲耕作不適地については、ビオトープ水田として整備し、学校教育や都市住

民との交流農園として活用する。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 電気牧柵による和牛放牧 機械農作業の共同化
（田15.8ha） （農作業を生産組合で受託、
カメムシ対策草刈作業 個別対応 現在：0.5ha（3％）を実施、

（年1回） 目標：春作業1.8ha、秋作業2.4ha)

共同取組活動 集落の景観対策 共同取組活動
（旧温泉津町の町花「水

、仙｣を中央農道300mに植付
水路・作業道の管理 栽培 ） 機械の大型化にむけたほ場内整備。
・水路5.7km、各年1回 （大型機械作業のため、マサ土を

清掃、草刈り 共同取組活動 投入し底盤整備。予定5.7ha）
・道路6.2km、各年1回

草刈り、補修 個別対応
水稲耕作不適地をビオト

共同取組活動 ープ農園として整備

共同取組活動
イノシシ対策防護柵の定
期的な補修･点検
（年1回及び随時）

共同取組活動

集落外との連携
○米づくりから酒造りまでを行っている「酒仙蔵人五郎の会」会員と、契約水田におい
て田植え･稲刈り等を行い、農作業の指導を通じて都市住民との交流を図っている。
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３．取組の経緯及び内容

昭和３０年代から一部農作業の共同化やほ場整備を２回実施してきており、平成２年

には農地全体を防護柵で囲み、毎年、維持補修管理を集落共同で行っている。本協定の

特色として、発足当初から、非農家も含めた地元集落全戸参加の協定である。

今後の取組としては、後継者不在の農家が数戸あり、当面の５年間については２～３

戸の離農が予想される。このため、生産組合の体制整備を行い、基幹農作業の受委託の

拡大、機械の共同利用の促進を図る方針である。

○農用地等保全マップ

・水稲の耕作不適地をビオトープ農

園として整備

・水仙栽培圃の整備と集落イメージ

看板の設置

電気牧柵移設・和牛放牧 都市住民との交流･酒米田植え

［平成21年度までの取組目標］

○ 高齢化による農作業委託地の増加を生産組合でまかなう。

（当初0.5ha、目標：春作業1.8ha、秋作業2.4ha（協定農用地面積の15％ ））

○ 多面的機能の持続的発展に向けた非農家との連携

（非農家１０戸を含めた協定により、中央農道の水仙植栽・栽培、酒米作りを通じての都市住民

との交流。ビオトープ整備）
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○農作業の共同化による効率的な営農体制づくり

１ 集落協定の概要

市町村･協定名 岡山県加賀郡吉備中央町 室 納
かがぐんきびちゅうおうちょう むろのう

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
34.7ha 水稲、野菜、牧草
交 付 金 額 個人配分 50 ％
613万円 共同取組活動 視察研修費 3 ％

（50 ％） 共同作業経費 10 ％
農道、水路の補修改良費 10 ％
農地維持管理経費 20 ％
その他（役員報酬、総会・役員会等開催費、事務費） 7 ％

協定参加者 農業者 31人、水利組合 2組合（構成員31人）

２ 集落マスタープランの概要

（１）将来像

定年帰農者を中心とした受委託組織を育成し、水稲の基幹的農作業の受委託により

農用地を継続的に保全するとともに、集落内の農道・水路等は、非農家を含め集落全

体で維持管理を行う。また、集落の農地をイノシシ防護柵で囲うなど、効果的な鳥獣

害対策を行い、農業生産の安定化を図る。

（２）５年間の目標

、 、○ 基幹的農作業は個々の農家で所有する農機具により個別に実施されており 今後

防除作業等が困難な高齢農家が出てくる事が予想されるため、複数の基幹的農作業

を行う受委託組織を育成し、より安定・効率的な営農体制の実現を目指す。また、

。（ ）基幹的農作業に係る農機具の共同利用も合わせて進める 共同防除 目標：10ha

○ 非農家と連携した一体的な農道・水路等の管理活動を実施する。

○ 現在、集落内の農地が鳥獣による被害が増加しており、鳥獣害被害防止対策とし

て集落の農地を防護柵で囲い効果を高める。

（３）毎年のスケジュール

○１年目 農用地等保全マップの作成、規約の作成、集落説明会開催、共同防除作業

への呼びかけ、農道・水路等管理作業に係る非農家への参加の呼びかけ

○２～５年目 共同防除作業への呼びかけ、イノシシ防護柵の設置・点検管理

共同防除目標 2年目：3.5ha、3年目：7ha、4･5年目：10ha

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化
（田34.7ha） （年２回） （防除の共同化

当初：０ha、目標：１０ha)
個別対応 個別対応

共同取組活動

水路・作業道の管理
・年２回 清掃、草刈り 非農家との連携
・道路 年２回 草刈り 農地法面の定期的な点検 （４戸の非農家と道水路の管

（随時） 理活動の実施）
共同取組活動

共同取組活動 共同取組活動
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３ 取組の経緯及び内容

当集落の殆どが兼業農家で、農業従事者の高齢化が進んでおり、担い手農家の育成が

難しく、水稲栽培においても、基幹的作業が困難な農家が出る状況となっていた。

また、個人ごとの機械所有が殆どで、機械代の負担が大きくなっていた。

このような状況を改善するため、集落内で話し合いを行った結果、機械・農作業の共

同化による労働負担・営農コストの軽減を図るため、直接支払制度に取り組むこととな

った。

（取組内容）○基幹的農作業の共同化（共同防除等）

○非農家との連携による農道・水路の管理

○鳥獣害防止柵の設置

○農用地等保全マップ

【解説】

・共同防除作業エリアを年度別に

色分け （目標 １０ｈａ）

・鳥獣害防止柵設置区域を明示

【機械の共同利用】 【共同作業（草刈り 】）

［平成21年度までの取組目標］

（ ）（ （ ））○ 機械・農作業の共同化 共同防除の実施 当初:０ha 目標:10ha 協定農用地面積の28％

○ 非農家との連携による農道・水路の維持管理（当初:０人、目標:４人）
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○機械の共同利用と耕作放棄地の復旧を目指す集落活動

１ 集落協定の概要

市町村･協定名 岡山県加賀郡吉備中央町 大 村
かがぐんきびちゅうおうちょう おおむら

協 定 面 積 田（90％） 畑（10％） 草地 採草放牧地
9.5ha 水稲、大豆 野菜他

交 付 金 額 個人配分 50％
172万円 共同取組活動 担当者への報酬、総会費 15％

（50％） 共同利用機械の購入 10％
鳥獣害防護柵設置等費 5％
農地の維持・管理経費 20％

協定参加者 農業者 13人、非農家 2人（構成員 15人）

２ 集落マスタープランの概要

（１）将来像

○農業従事者の高齢化が進んでおり、今後、作業委託等を余儀なくされる農家

の増加が予測されるため、基幹的農作業を行う集落営農組織を設立する。

○集落内の耕作放棄地は病害虫の発生原因となり、また、集落の景観を損ねてい

るため、耕作放棄地を解消し、集落の景観を改善する。

○農道・水路等の管理活動について、非農家と連携した一体的管理を行う。

（２）５年間の目標

○１種類以上の基幹作業機械の共同化（田植え・収穫 現状:0ha 目標:2.8ha）

○農道・水路等について、非農家と連携した一体的管理（目標：非農家２名）

○既耕作放棄地の復旧（目標：0.36ha）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田8.5ha 周辺林地の下草刈り(年2回) 機械農作業の共同化、
畑1.0ha) (田植え､収穫:目標2.8ha)

個別対応 個別対応 共同取組活動

水路・作業道の管理 非農家との連携(2戸の非農家と
･水路 年2回 清掃、草刈 道水路の管理活動の実施）
･道路 年2回 草刈

共同取組活動
共同取組活動

加算措置としての取組等

耕作放棄地復旧加算
･耕作放棄地0.36haを復旧､水稲を作付

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当初は、それぞれの集落において集落協定が締結されていたが、過疎化や高齢化、深

刻化する鳥獣被害のため、将来は農地の維持が困難となる恐れが出てきた。

このため、集落間で話し合いを行ない、前対策で取り組んだ２協定を１集落協定に統

合することとなった。

協定統合後は、田植機・コンバインを共同購入し、田植え・収穫作業について共同利

用を進めるとともに、現在、耕作放棄となっている農地についても順次復旧し、作物作

付けを行う予定である。

また、農道・水路等の管理活動について、非農家と連携した一体的管理を行う。

○農用地等保全マップ

・耕作放棄地復旧予定地を明示

（目標：0.36ha）

・鳥獣害防止柵設置区域を明示

【水路清掃・草刈り】 【耕作放棄地】

［平成21年度までの取組目標］

○ 機械・農作業の共同化（当初：０ha 目標：2.8ha（協定農用地面積の29％ ））

○ 非農家との連携（当初：０人、目標：２人）

○ 耕作放棄地復旧（当初：０ha 目標：0.36ha（協定農用地面積の3.7％ ））
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＜ ＞機械・農作業の共同化を目標としている事例

○共同機械、作業による農地維持管理

１．集落協定の概要

市町村･協定名 愛媛県喜多郡内子町大瀬 ２ ３ ０ 高 地
きたぐんうちこちょうおおせ にひゃくさんじゅうこうち

協 定 面 積 田（87％） 畑（13％） 草地 採草放牧地
25ha 水稲 落葉果樹

交 付 金 額 個人配分 0％
506万円 共同取組活動 農道、水路維持管理費 10％

100％ 共同施設管理費 60％（ ）
負担金等 30％

協定参加者 農業者 85人

２．集落マスタープランの概要

本集落は４戸の農家以外は３行政区からの出作であり、集落リーダーを中心

に農地を保全している。高齢化が進む中、現在の水田景観をいかに集落の財産

として維持していくかが課題となっている。そこで集落の目指すべき方向とし

て、農家の農業技術の資質向上を図るとともに認定農業者を育成する。

また、現在取り組んでいる農作業、機械共同化の実施面積を拡大し水田農業

を維持するとともに、労働力の軽減を目標に取り組みを行っていく。

【５年間の目標】

○共同揚水管理の維持

○認定農業者の確保（現在 名、目標 名）4 5
○鳥獣害防止（電気牧柵の増設）

○畦畔保全の共同化（畦塗り作業の拡大）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化
（田 、畑 ） （約0.5ha、年1回） （畦塗機の共同利用を5ha（222ha 3ha

2％）実施、目標9ha)
個別対応 個別対応

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路 km、年 回 景観作物作付け5 2

清掃、草刈り （景観作物ソバを約1ha 水揚ポンプ施設維持管理
・道路 、年 回 草刈り 作付）4 2km

共同取組活動
共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

共同取組活動

鳥獣害適正防止

電気牧柵設置 延 ㎞3
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３．取組の経緯及び内容

当地区は昭和 年から内子町大瀬土地改良区が事業主体で区画整備を行った35
地区で水田団地としては当町最大規模であり、前期対策から共同機械の購入な

ど積極的な活動を行っている集落である。

しかし、この集落においても農業従事者の高齢化や兼業化をはじめ、管理施

設の老朽化などの問題を抱えている。

このような中、集落リーダーを中心に農地を保全していくため、担い手の育

成及び現在行っている畦塗り作業面積の拡大を目標に意欲的な活動を実施して

いる。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】
○青囲：畦塗実施箇所
○オレンジ囲：新規で実施する

畦塗実施箇所
○緑線：電気柵実施箇所

【共同機械（畦塗機 】 【畦塗機使用水田】）
トラクターに取り付ける。 畦塗機を使用することで、畦幅が広が

るため水張面積は若干減るが、畦シート
を張る必要がないため労働力削減及び低
コスト化が可能。

［平成21年度までの取組目標］
○ 集落での機械の共同利用による営農の効率化・低コスト化
（当初５ha、目標９ha（協定農用地面積の22％）

○ 認定農業者の育成（当初４名、目標５名）
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○将来にわたった持続的な農業生産活動を目指して

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福岡県田川市 猪位金3区
たがわし いいかねさんく

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
7.6ha 水稲、大豆

交 付 金 額 個人配分 0％
159.1万円 共同取組活動 積立 農業機械購入費 70％

100％ 鳥獣害防止対策費 30％（ ）

協定参加者 農業者20人、猪位金３区営農組合

２．集落マスタープランの概要

○ 将来像

当集落は営農組合を組織し集落営農に取り組んでいるが、担い手等の高齢化が進ん

でおり、今後、農地の維持・管理を行なっていくことが困難になっていくと予想され

る。今後は、集落の核となる担い手の育成・確保を強化し、その者に農地の集積を

行なうことで、耕作放棄地の発生を防止し、農地の維持管理を行なっていく。

○ ５年間の目標

① 農道・水路等について定期的な除草等の管理を行なう。

② 農業用機械の共同化の推進 （目標：協定面積の１０％について、基幹的農作業。

のうち1種類以上に係る作業の共同化を実施）

③ 農作業受委託の促進（目標：協定面積の１０％について、基幹的農作業のうち1

種類以上に係る作業の受委託を実施）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田 周辺林地の下草刈 機械の共同化（ ）7.6ha
（協定面積の ％について、10

個別対応 共同取組活動 機械の共同化を行う。)

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路 年 回 清掃1

年 回 草刈り 担い手への農作業の委託2
（ 、・道路 年 回 草刈り 協定面積の ％について2 10
担い手への農作業の委託を

共同取組活動 行う）

共同取組活動
農地法面の定期的な点検

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落は 傾斜地が多いため作業効率や生産性が低く また 高齢化が進んでいること、 、 、

から、耕作放棄地の発生を防止し、将来にわたって持続的な農業生産活動を行うことで、

本集落の持つ多面的機能の確保を図るためにも、この制度を導入することとなった。

農業生産活動等として 水路・農道の清掃・草刈を行い 多面的機能を増進する活動と、 、

して周辺林地の下草刈を行っている また 農地法面の崩壊を未然に防止するため 担い。 、 、

手を中心に定期的な点検を行っている。

生産性・収益向上に係る取組みとして、基幹的農作業について機械の共同化を行うとと

もに、担い手育成に係る取組みとして担い手への農作業の委託を検討している。

また、鳥獣害防止対策として電気牧柵器等の設置についても検討している。

○農用地等保全マップ

鳥獣害防止対策として電

気牧柵器等の設置を検討。

集落協定農用地の風景 集落協定農用地の風景

［平成21年度までの取組目標］

○ 農業用機械の共同化の推進 （目標：協定面積の10％について、基幹的農作業のうち1種類以上に係る。

作業の共同化を実施）

○ 農作業受委託の促進（目標：協定面積の10％について、基幹的農作業のうち1種類以上に係る作業の

受委託を実施）
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＜機械・農作業の共同化を目標としている事例＞

○大規模防護柵を設置し、鳥獣害から集落全体を守る

１．集落協定の概要

市町村･協定名 大分県竹田市 倉木地区
たけたし く ら き ち く

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
52.8 ha 水稲・大豆等

交 付 金 額 個人配分 35％
共同取組活動 鳥獣害防止施設 54％

931万円 65％ 交流事業費 3％（ ）
機械購入・修繕費費 2％
その他（事務費等） 6％

協定参加者 農業者 49人、倉木地区農業生産組合、非農家19人

２．集落マスタープランの概要

、 、 「 」、 「 」倉木集落は 集落の維持を図るため 第１に 農地の維持 第２に 担い手の育成

を位置づけている。将来にわたって鳥獣被害を最小限にとどめ、安心して営農に取り組

めるよう集落全体を囲む防護柵を設置する。また、若い後継者の就農を促し担い手の中

核となるよう地域で育成し、担い手が生産組合や兼業農家等と連携し、集落の農地を維

持・管理していくことを目標とする。

具体的には、①生産組合を段階的に受託組合・機械利用組合に発展させる②生産物の

消費拡大を目標に「菜の花祭り」や都市消費者との交流事業を継続する。③伝統芸能文

化の継承、集落共同施設の改善、交通・防災・防犯点検（カーブミラーや防犯等、道路

河川などの危険箇所の点検整備）等、集落の生活環境整備に努める。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田52.8ha 周辺林地の下草刈り 収穫作業の50％以上を共同利用（ ）
（年1回） 機械による作業で行う。

個別対応+収穫作業の30％が 景観作物の作付け 整地及び田植えの受託も５％進
共同作業 （菜の花） める
大豆の生産受託が11％ 大豆の生産受託が11％を維持

個別対応+共同活動 スイートコーンの受託を3％

水路・作業道の管理
・水路、年2回の草刈り 都市との交流事業 共同取組活動

清掃、必要に応じた補修 ・倉木菜の花祭り開催
・道路、年2回 草刈り+４月 （19戸の非農家も活動に

（ ）に簡易補修 参加） ・20代～30代の後継者 担い手
・都市住民を招いた農業 を２名以上確保する。

共同取組活動 体験・交流会 ・生産組合を担い手として充実
させていく。

共同取組活動 ・集落内生活環境実態調査の実
農地法面の定期的な点検 施 （アンケート調査 ））
鳥獣害防止対策

景観作物として作付けし 共同取組活動（全長７．２キロの防護柵設置）

後にすき込み緑肥として
共同取組活動 活用。
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３．取組の経緯及び内容

倉木集落では、基盤整備事業の実施をきっかけに、機械の共同利用を促進するため、

生産組合を立ち上げ活動を行ってきた。その組織を中心に平成１２年度から中山間地域

等直接支払制度に取り組んでいる。

地域の活動として、オペレーターによる機械の共同利用をはじめ、体験圃場での交流

事業や、地区の景観作物である菜の花を活かした「倉木菜の花祭り」を開催。祭りでは

都市住民を招き、地域のブランド米「倉木米」のＰＲ、地区全体の宣伝、地元農産物の

販売や伝統芸能（神楽、獅子舞）の披露を行う等様々な効果を上げている。

今後は、鳥獣被害が年々増加していることから、地区全体を囲む大規模な防護柵の設

置を計画している。また、機械利用の更なる規模拡大も計画している。

○農用地等保全マップ

・管理農地の把握

・鳥獣害防止柵の設置計画

・菜の花祭りの会場計画

・体験圃場の表示

・管理水路、農道等の明示

・受託農地の把握(航空写真を活用)

農業体験・交流会（芋掘り） 倉木菜の花祭り（圃場を会場利用 ））

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落での大型機械の共同利用による営農の効率化・低コスト化

（当初収穫作業30％、目標50％ 整地・植付けの受託開始（５％を目標 ））

○ 担い手の育成（２名以上 ））
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